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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第７期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

３．第６期中および第６期における中間（当期）純損失の発生は、固定資産の減損に伴う減損損失の計上による

ものであります。 

４．第６期中および第６期における「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」につきましては、潜

在株式は存在するものの１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

５．第７期中以降の「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」につきましては、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 5,950,127 6,266,772 5,936,766 12,521,127 12,489,257 

経常利益（千円） 865,250 535,887 431,440 1,840,450 880,171 

中間（当期）純利益または中間

（当期）純損失（△）（千円） 
△1,162,370 310,027 240,688 △564,325 510,462 

純資産額（千円） 7,253,232 7,203,171 7,856,638 7,638,410 8,130,201 

総資産額（千円） 10,159,857 10,306,431 10,387,938 10,571,045 11,186,596 

１株当たり純資産額（円） 37,497.00 37,214.07 40,616.42 39,488.25 42,019.04 

１株当たり中間（当期）純利益

金額または１株当たり中間（当

期）純損失金額（△）（円） 

△6,009.10 1,602.74 1,244.28 △2,917.38 2,638.93 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 71.4 69.8 75.6 72.3 72.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△274,837 262,993 △179,243 265,836 510,940 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△1,932,804 △2,241,614 △7,308 △2,386,089 △2,018,596 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△130,260 △58,030 △58,030 △188,291 △116,061 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
4,046,392 2,039,099 2,207,452 4,075,751 2,452,034 

従業員数(名) 

〔外、平均臨時雇用者数〕 

124 

〔22〕

129 

〔22〕

133 

〔17〕

126 

〔24〕

127 

〔19〕



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」、「潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額」については中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自 平成17年 
 ４月１日 

至 平成17年 
 ９月30日 

自 平成18年 
 ４月１日 

至 平成18年 
 ９月30日 

自 平成19年 
 ４月１日 

至 平成19年 
 ９月30日 

自 平成17年 
 ４月１日 

至 平成18年 
 ３月31日 

自 平成18年 
 ４月１日 

至 平成19年 
 ３月31日 

売上高（千円） 5,463,688 5,911,238 5,656,917 11,607,637 11,752,522 

経常利益（千円） 860,023 564,083 396,011 1,808,590 909,099 

中間（当期）純利益または中間

（当期）純損失（△）（千円） 
△1,101,882 337,973 207,329 △529,979 551,105 

資本金（千円） 1,113,371 1,113,371 1,113,371 1,113,371 1,113,371 

発行済株式総数（株） 193,435 193,435 193,435 193,435 193,435 

純資産額（千円） 7,313,720 7,260,796 7,898,268 7,672,756 8,202,943 

総資産額（千円） 10,093,442 10,237,488 10,358,182 10,489,158 11,142,806 

１株当たり配当額（円） 300 300 300 600 600 

自己資本比率（％） 72.5 70.9 76.3 73.1 73.6 

従業員数（名） 

〔外、平均臨時雇用者数〕 

107 

〔７〕

113 

〔６〕

122 

〔６〕

110 

〔８〕

113 

〔７〕



２【事業の内容】 

 当社グループの企業集団の状況は、当社および子会社１社（連結子会社）により構成されており、携帯電話および

ＰＨＳ（以下「携帯電話機等」という。）向けにコンテンツを配信する「コンテンツ事業」と、新規携帯電話機等向

け技術開発・提案等を行う「ソリューション事業」、ＰＣ・携帯電話機等による各種キャラクター玩具等の通信販

売、ネット広告等を行う「その他事業」を主たる業務としております。また、子会社㈱ＶＩＢＥは主に音楽関連コン

テンツの提供を携帯電話機等向けに行っております。 

 

 当社グループの事業内容および系統図は、次のとおりであります。なお、当事業の内容における事業区分と、事業

の種類別セグメント情報における事業区分は同一であります。 

事業部門 事業内容 内容 

コンテンツ 

各移動体通信事業者を通じ提供する待受

画面、ゲーム、着信メロディ等のコンテ

ンツの配信 

待受画面、ゲーム、着信メロディ、メール、占

い、ツール・コミュニケーションサービス等 

ソリューション 

事業者向け技術ライセンスおよびインプ

リメントソフトの販売、企業向けソリュ

ーション等 

各種事業者向け新規技術ライセンス、各種事業

者向けインプリメントソフト販売、企業向けモ

バイルコンテンツサイトの企画・開発・運営等 

 その他 

コマース 
ＰＣ・携帯電話機等によるキャラクター

商品を中心とした通信販売 

各種キャラクター玩具、プラモデル、フィギュ

ア、ゲームソフト、ＤＶＤ、書籍、文具、衣料

品、食器・陶器、時計、酒類等 

マーケティング他 
ネット広告、ＷＥＢ制作受託業務および

ＰＣ向け各種コンテンツの配信 

ネット広告、コミュニティサービス、ＷＥＢサ

イト制作受託、インターネット対戦ゲーム等 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数であります。 

２．従業員数欄の〔 〕書きは外数で、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員数であります。 

３．「全社」の人員数は、当社グループの管理部門等の人員数であります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数であります。 

２．従業員数欄の〔 〕書きは外数で、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員数であります。 

３．臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。 

(3)労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

 コンテンツ事業 44 〔12〕  

 ソリューション事業 23 〔２〕  

 その他事業 23 〔２〕  

 全社 43 〔１〕  

合計 133 〔17〕 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名） 122 〔６〕  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格や原材料価格の高騰、米国のサブプライムローン問題に端を

発した株価下落といった不安定要素がみられたことや、賃金の伸び悩み等により個人消費が抑制基調となったもの

の、旺盛な外需によって輸出が堅調に推移したほか、好調な企業収益を背景とした設備投資の拡大に支えられ、緩や

かな景気拡大基調が継続いたしました。 

 当社グループを取り巻く事業環境といたしましては、モバイル・ＰＣともに高速・大容量の通信が可能なブロード

バンド化の普及を背景にインターネット市場の拡大が継続しております。携帯電話機等の加入者数は、平成19年９月

末時点で1億428万人（前年同月比5.7％増）、携帯ＩＰ接続サービス（ＰＨＳを除く。）に関しましても8,653万人

（同6.0％増）と加入者数の伸びは鈍化傾向にあるものの、高速データ通信が可能な第３世代携帯電話の加入者数は

7,932万人（同38.1％増）と急速に普及しております。また、光ファイバ接続サービスやＡＤＳＬ等に代表される主

要ブロードバンド契約者数は、平成19年６月末時点で2,715万人（同12.1％増）の増加となる等、依然として拡大を

続けております。（社団法人電気通信事業者協会、総務省調べ） 

 このような状況のなか、当社グループはキャラクターマーチャンダイジングのノウハウとエンターテイメントプロ

バイダーのパイオニアとしての強みを積極的に活用し、ゲーム、サウンド、待受画面等の様々なモバイルコンテンツ

の充実および効率運営に努めてまいりました。また、「３Ｄエンジン」をはじめとする携帯電話機向け新規技術の発

掘および提供や、モバイルサイトのシステム開発等の企業向けソリューション、モバイル・ＰＣ向け通販やマーケテ

ィング事業等、業容拡大に向けた取り組みを行ってまいりました。しかしながら、中長期的なユーザー獲得のための

高付加価値コンテンツの拡充や品質維持に伴う開発費の増加等が影響し、当中間連結会計期間の業績は、売上高59億

36百万円（前年同期比5.3％減）、営業利益4億21百万円（前年同期比20.7％減）、経常利益4億31百万円（前年同期

比19.5％減）、中間純利益2億40百万円（前年同期比22.4％減）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。  

[コンテンツ事業セグメント] 

 ゲーム分野におきましては、ユーザーニーズが多様化するなか、ますます加速する携帯電話機の高機能化に即時に

対応し、最新の技術・機能を駆使した高付加価値コンテンツを提供する一方、誰でも手軽に楽しめるカジュアルゲー

ムを提供するなど、ユーザーの用途に合わせたコンテンツを積極的に展開してまいりました。また料金体系にも複数

のコースを用意し、選択肢の幅を持たせることで、よりユーザーの嗜好や多様性への対応を進めてまいりました。こ

の結果、プロモーションの積極的展開等の効果もあり、定番となっている「ＳＩＭＰＬＥ１００シリーズ」や「ズー

キーパー」シリーズが順調に推移したほか、アーケードゲームと連動した「機動戦士ガンダム 戦場の絆」や、ＥＺ

ｗｅｂ向けにも展開を開始した「ＯＮＥ ＰＩＥＣＥモバイルジャック」も人気となりました。これにより、平成19

年９月時点の会員数は195万人（前年同期比26.1％増）となりました。 

 サウンド・映像分野におきましては、人気アニメーションをフルバージョンでストリーミング配信する「アニメ.

モビ」が、対応端末の増加や、配信作品数の拡充を図ったこと等により順調に推移したものの、主力である着信メロ

ディコンテンツの会員数減少の影響が大きく、平成19年９月時点の会員数は62万人（前年同期比33.0％減）となりま

した。 

 キャラクター・総合分野におきましては、「ガンダム公式待受」、「ガンダム公式メロディ」、「ガンダム公式ボ

イス」の３サイトを統合した機動戦士ガンダム総合サイト「ガンダムＧＡＴＥ」の提供を開始する等、ユーザー満足

度向上や顧客単価の維持・引き上げのための施策を引き続き行ってまいりました。また、「ハローキティ」や「機動

戦士ガンダム」等の人気キャラクターを利用した、携帯電話カスタマイズサービス等の新規コンテンツも好調に推移

しました。この結果、平成19年９月時点の会員数は101万人（前年同期比8.3％減）となり、従来の待受コンテンツの

会員数減少をカバーするにはいたらなかったものの、平均単価の上昇等により、業績は順調に推移いたしました。 

 コンテンツ事業セグメント全体としては、多様なユーザーニーズに対して、効率的かつ効果的にコンテンツ、サー

ビスを展開することで会員数の減少の歯止めに効果をあげ、平成19年９月時点のモバイルコンテンツの有料会員数は

358万人（前年同期比0.2％増）となりましたが、高付加価値コンテンツの拡充や品質の維持のための開発費等の増加

により、売上高は38億15百万円（前年同期比0.2％増）、営業利益は6億2百万円（前年同期比25.5％減）となりまし

た。 

[ソリューション事業セグメント]  

 技術ライセンス分野におきましては、「２Ｄベクターエンジン」や、「３Ｄエンジン」を各移動体通信事業者なら

びに携帯電話機メーカーへ引き続き提供するとともに、携帯電話機上でのコンテンツの表現力やサービス展開の広が

りを可能とする技術の研究・開発に注力してまいりました。 

 企業向けソリューション分野におきましては、当社グループの保有するシステム設計・開発・運営等のノウハウを



活かした他社モバイルコンテンツサイトの企画・開発・運営等の受託案件が引き続き好調に推移したほか、ビジネス

モデルの見直し等を実施し、利益率の改善に取り組みました。 

 この結果、ソリューション事業セグメントとしての売上高は14億54百万円（前年同期比21.5％減）、営業利益は1

億81百万円（前年同期比32.1％増）となりました。 

[その他事業セグメント]  

 コマース分野におきましては、モバイル通販において、顧客誘導策の基盤づくりに注力しつつ、当社グループにお

けるモバイルサイト構築・運営のノウハウを活かし、ブランド力や商品力を持つ様々なパートナー企業と手を組み、

市場拡大やユーザーニーズに対応するモバイル通販サイトの拡充を図ってまいりました。また、ネット通販サイト

「ＬａＬａＢｉｔマーケット」におきましては、幅広いユーザー層に対応するため、新しい商品カテゴリーにおける

キャラクターオリジナル商品の企画・開発に努め、「仮面ライダー」、「ウルトラセブン」等のキャラクターを使っ

たワインセットや、「機動戦士ガンダム」のバイクヘルメット等が人気となりました。 

 マーケティング分野におきましては、小中学生を対象とした情報交換サイト「サークルリンク」において、日本テ

レビ放送網㈱や㈱小学館の協力のもと、インターネットとリアルイベントを融合した「全国小学生ミラクルクイズ」

を実施する等、コミュニティサイトの集客力を活用した新しい試みを引き続き実施してまいりました。 

 その他事業セグメント全体としては、マーケティング分野が育成期間であることや、コマース分野における運営コ

ストの増加等の影響により、売上高は6億67百万円（前年同期比10.6％増）、営業損失は1億51百万円（前年同期比 

－ ）となりました。 

  

(注)１．平成19年９月時点の会員数は、国内における会員数の速報値を用いております。 

  ２．その他事業セグメントの営業利益は前年同期、当中間連結会計期間ともに営業損失のため前年同期との対比は行っておりません。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、仕入債務の減少に伴う支払の増加等により、前連

結会計期間末に比べ2億44百万円減少し、22億7百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、「税金等調整前中間純利益」が3億86百万円(前年同期比1億64百万円減)

となったものの、仕入債務の減少に伴う支払4億37百万円(前年同期比9億62百万円減)や法人税等の支払3億62百万円

(前年同期比80百万円減)等により、1億79百万円(前年同期比4億42百万円減)の支出となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、「貸付金の回収による収入」1億円(前年同期比1億円増)等があったもの

の、固定資産の取得による支出等により、7百万円(前年同期比22億34百万円増)の支出となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払(前年同期比増減なし)により、58百万円(前年同期比増減な

し)の支出となりました。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の金額はセグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

３．仕入は、当社グループが提供する待受画面、着信メロディやゲーム等のコンテンツ企画・制作および企業向

けソリューション等の開発にかかる外部費用ならびに商品仕入高であります。 

(2) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．コンテンツ事業における当社グループの主な販売先は一般ユーザーであります。 

３．当社グループの主たる事業であるコンテンツ事業は、各移動体通信事業者を介して一般ユーザーに対して行

う有料情報サービスの提供であり、各移動体通信事業者が当該情報料の回収代行を行っており、主な各移動

体通信事業者別の情報料の総額は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．ＫＤＤＩグループには、ＫＤＤＩ㈱、沖縄セルラー電話㈱の２社が含まれます。 

         ３．平成18年10月１日付でソフトバンクモバイル㈱はボーダフォン㈱より名称変更しております。

４．ソリューション事業における当社グループの主な販売先は次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

コンテンツ事業 2,006,810 10.8 

ソリューション事業 994,357 △31.8 

その他事業 409,761 20.8 

合計 3,410,930 △5.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

コンテンツ事業 3,815,835 0.2 

ソリューション事業 1,454,593 △21.5 

その他事業 667,533 10.6 

消去 △1,196 － 

合計 5,936,766 △5.3 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱ＮＴＴドコモ 2,711,402 43.3 2,617,395 44.1 

ＫＤＤＩグループ 589,008 9.4 710,741 12.0 

ソフトバンクモバイル㈱ 476,359 7.6 441,626 7.4 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

レーベルモバイル㈱ 750,708 12.0 － － 



３【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く環境は、今後も引き続き目まぐるしい変化を遂げ、さらなる競争激化や新興企業等の新規

参入により企業の淘汰・選別が進むことが予想されます。このような環境下において、当社グループは携帯電話を 

キーデバイスに、中期経営計画にて策定した４つの事業を柱として「ネットワークを通じて世界の人々に夢と感動を

提供する」ことを実現すべく、以下の事項を課題として認識し、対応してまいります。 

(1)魅力のあるコンテンツ・サービスの提供 

インターネット技術やＰＣ・携帯電話機等の端末機器の進化のスピードは目まぐるしく、これらの変化にタイム

リーに対応したコンテンツ・サービスを提供することが求められていると認識しております。またサービス・コン

テンツの無料化の流れやコミュニティサービス等の隆盛により、過去のビジネスモデルからの変化も急速に進んで

おります。このような状況のなか、当社グループではさらなる人気キャラクターの発掘と既存キャラクターの育成

を行うとともに、最新の技術の活用や、様々なサービスとを組合わせながら、多様化するユーザーニーズにあった

コンテンツ・サービスの企画・開発・提供を積極的に行ってまいります。 

(2)携帯電話機・端末等に応用可能な新技術の開拓と対応 

当社グループでは、「２Ｄベクターエンジン」、「３Ｄエンジン」等の携帯電話機への応用を提案し、各移動体

通信事業者ならびに携帯電話機メーカーに採用されております。今後も引き続き新技術に関する研究に注力すると

ともに、これらを活用したコンテンツ展開・サービス展開による差別化を図ってまいります。 

(3)拡大する電子商取引市場への対応 

わが国の電子商取引の市場規模は、平成18年に4兆3,910億円（前年比27.1％増）となり、依然拡大し続けていま

す。また、モバイル通販市場においても、平成18年に前年比38％増となる5,624億円へ成長する等、旺盛な市場環

境が継続しております。（経済産業省他「平成18年度電子商取引に関する市場調査」、モバイル・コンテンツ・フ

ォーラム調べ） 

 このような事業環境下において、当社グループでは様々なパートナー企業と共同でモバイル通販サイトを立ち上

げ、急速に拡大するモバイル通販市場に対応してまいりましたが、今後も当社の持つコンテンツプロバイダーとし

てのノウハウと、パートナー企業の持つ商品企画力を融合させることで、さらなる事業展開を行ってまいります。

また、顧客のアクセスポイントの多面化や、ネット通販サイト「ＬａＬａＢｉｔマーケット」においても、当サイ

トでしか購入することのできないキャラクターオリジナル商品の企画・開発力を強化する等、収益に繋がる顧客誘

導策を実行してまいります。 

(4)インターネット広告市場への対応 

インターネット広告市場につきましては、ブロードバンド化の進展やモバイル・インターネットの普及に伴い、

インターネットのメディアとしての価値が急速に増大しており、平成18年におけるインターネット広告費が3,630

億円となり、マスコミ４媒体（注）の一角であるラジオ広告費の1,744億円を大きく上回るなど、今や広告市場の

なかにおける重要な地位に定着したことが広く認識されるにいたっております。（㈱電通調べ） 

 当社グループでは、保有するコンテンツ力、システム構築力、ソリューション技術、ノウハウを最大限に活用

し、モバイル・ＰＣ向けにネット広告の提案やネット広告枠の獲得・提供等、マーケティング事業の展開を推進し

てまいります。 

(5)リスク管理体制・コーポレートガバナンス 

当社グループでは、内部管理体制の強化と機動的かつ柔軟な組織体制の両立を目指し、コーポレートガバナンス

の強化に取り組んでおります。また、会社法および金融商品取引法に対応し、内部統制システムの強化と財務報告

の信頼性の強化を図ってまいります。また、平成18年５月には「プライバシーマーク」の認証を取得し、情報漏洩

等による被害を発生させることのないようにする等、管理体制のより一層の強化に努めております。 

 （注）テレビ、新聞、雑誌、ラジオの４つの媒体を指しております。 



４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

(1)研究開発活動の方針 

当社グループは、最先端の技術を駆使しながら様々なサービスを創造し、ネットワーク事業領域における企業価

値の最大化を目指す事業方針の達成を目的とした研究開発活動を行っております。 

(2)研究開発活動の体制 

当社グループの研究開発活動は、コンテンツ事業やソリューション事業、その他事業の各セグメントにおける各

担当チームが中心となって行っておりますが、開発案件ごとに必要に応じて組織横断的な研究開発体制をとること

により、ネットワークにおける新技術の発掘、開発、検証、応用等を行っております。  

(3)研究開発活動の成果 

研究開発活動の成果としましては、「２Ｄベクターエンジン」および「３Ｄエンジン」等に関する研究開発を進

めてきた結果、国内の各移動体通信事業者および海外向け携帯電話機等に標準搭載技術として採用されてまいりま

した。また、携帯電話機上で機能する高度な画像認識技術、企業向けソリューション分野の研究開発や、ＰＣ向け

ＷＥＢサイトにおける魅力あるコミュニティサイトの構築、新たなネットワーク事業の創出にも積極的に取り組ん

でまいりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は1億37百万円となっております。 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 

コンテンツ事業  6,635 

ソリューション事業  118,510 

その他事業  12,600 

計 137,746 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

されたものは含まれておりません。 

種              類 発行可能株式総数（株） 

普    通    株    式 600,000 

計 600,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成19年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 193,435 193,435 ジャスダック証券取引所 ― 

計 193,435 193,435 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

平成16年６月23日定時株主総会決議 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 245 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,225 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,310,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年８月１日 

至 平成20年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）  

発行価格   262,000  

資本組入額 131,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

本件新株予約権の権利者が、次

のいずれかの事項に該当した場

合、または当社が消滅会社とな

る合併契約書が株主総会で承認

されたとき、もしくは当社が完

全子会社となる株式交換契約

書、株式移転の議案が株主総会

で承認されたときは、新株予約

権を無償で取得し、消却するこ

とができる。 

①権利者が辞任ならびに解任に

より退任した場合または自己

都合により退職した場合。た

だし、任期満了による退任の

場合または会社都合による退

職の場合は、その権利および

権利行使期間に変更はないも

のとする。 

②その他、株主総会および取締

役会の決議に基づき締結され

た新株予約権割当契約に記載

された事項に該当する場合。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
― ― 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年４月１日 

～平成19年９月30日 
－ 193,435 － 1,113,371 － 806,821 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社バンダイナムコホールデ

ィングス 

東京都港区港南２丁目16番２号 

太陽生命品川ビル 
135,000 69.79 

株式会社ドコモ・ドットコム 東京都千代田区永田町２丁目11番１号 1,710 0.88 

株式会社角川グループホールディ

ングス 
東京都千代田区富士見２丁目13番３号 1,500 0.77 

ＫＤＤＩ株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目３番２号 1,500 0.77 

株式会社小学館プロダクション 東京都千代田区神田神保町２丁目30 1,500 0.77 

ソフトバンクモバイル株式会社 東京都港区東新橋１丁目９番１号 1,500 0.77 

東映株式会社 東京都中央区銀座３丁目２番17号 1,500 0.77 

東映アニメーション株式会社 東京都練馬区東大泉２丁目10番５号 1,500 0.77 

日本テレビ音楽株式会社 
東京都千代田区二番町14 

日テレ麹町ビル南館８階 
1,500 0.77 

株式会社アクロディア 
東京都目黒区上目黒２丁目１番１号 

中目黒ＧＴタワー18階 
1,000 0.51 

計 ― 148,210 76.62 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式    193,435 193,435 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 193,435 ― ― 

総株主の議決権 ― 193,435 ― 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 63,500 58,700 54,700 53,800 50,800 41,000 

最低（円） 52,000 50,000 50,600 50,100 39,800 37,050 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表および前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついて、ならびに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表および当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、三興監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     2,039,099     2,207,452     2,452,034   

２．売掛金     3,213,972     2,759,697     2,902,448   

３．たな卸資産     14,195     10,752     43,489   

４．繰延税金資産     93,541     204,963     178,549   

５．親会社に対する短期
貸付金 

    2,600,000     2,400,000     2,500,000   

６．その他     296,955     557,928     334,528   

貸倒引当金     △26,320     △23,446     △23,810   

流動資産合計     8,231,444 79.9   8,117,347 78.1   8,387,239 75.0 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物   36,540     27,758     30,131     

(2）工具器具及び備品   162,645 199,186   142,909 170,667   143,708 173,839   

２．無形固定資産                    

(1）のれん   －     29,029     32,312     

(2）その他   70,043 70,043   36,005 65,035   49,155 81,468   

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   1,150,692     1,481,822     2,328,126     

(2）繰延税金資産   483,393     373,572     44,489     

(3）その他   171,670 1,805,756   179,492 2,034,888   171,432 2,544,048   

固定資産合計     2,074,986 20.1   2,270,590 21.9   2,799,356 25.0 

資産合計     10,306,431 100.0   10,387,938 100.0   11,186,596 100.0 

                     

 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形     4,200     2,415     5,728   

２．買掛金      2,189,482     1,504,634     1,938,369   

３．未払金     394,187     464,168     521,007   

４．未払費用     158,167     227,960     166,562   

５．未払法人税等     271,645     237,374     393,379   

６．役員賞与引当金     12,000     14,278     －   

７．その他     73,576     80,468     31,347   

流動負債合計     3,103,260 30.1   2,531,300 24.4   3,056,394 27.3 

負債合計     3,103,260 30.1   2,531,300 24.4   3,056,394 27.3 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

 １．資本金     1,113,371 10.8   1,113,371 10.7   1,113,371 10.0 

 ２．資本剰余金     806,860 7.8   806,860 7.8   806,860 7.2 

 ３．利益剰余金     4,941,534 48.0   5,266,597 50.7   5,083,939 45.5 

  株主資本合計     6,861,766 66.6   7,186,829 69.2   7,004,171 62.7 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

 １．その他有価証券評
価差額金 

    336,738 3.3   669,809 6.4   1,123,783 10.0 

評価・換算差額等合計     336,738 3.3   669,809 6.4   1,123,783 10.0 

Ⅲ 少数株主持分     4,665 0.0   － －   2,247 0.0 

純資産合計     7,203,171 69.9   7,856,638 75.6   8,130,201 72.7 

負債純資産合計     10,306,431 100.0   10,387,938 100.0   11,186,596 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,266,772 100.0   5,936,766 100.0   12,489,257 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,174,233 66.6   3,948,282 66.5   8,444,232 67.6 

売上総利益     2,092,538 33.4   1,988,484 33.5   4,045,024 32.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費                     

１．広告宣伝費   143,337     159,262     373,602     

２．回収代行手数料   376,585     390,660     754,557     

３．役員報酬   79,890     77,671     169,356     

４．給与手当   187,997     198,226     371,987     

５. 賞与   48,238     81,596     91,254     

６．役員賞与引当金繰入額    12,000     14,278     －     

７. 研究開発費   174,412     137,746     390,783     

８. 貸倒損失   6,057     12,057     38,568     

９. 貸倒引当金繰入額   26,320     23,446     23,810     

10. 減価償却費   37,028     29,997     69,758     

11. その他   468,884 1,560,752 24.9 441,858 1,566,802 26.4 896,869 3,180,548 25.5 

営業利益     531,785 8.5   421,682 7.1   864,476 6.9 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   788     8,705     5,457     

２．有価証券利息   165     385     586     

３．受取配当金   1,650     480     1,650     

４．為替差益    623     －     1,948     

５．その他   874 4,101 0.1 1,268 10,840 0.2 6,051 15,694 0.1 

Ⅴ 営業外費用                     

１．為替差損   － － － 1,082 1,082 0.0 － － － 

経常利益     535,887 8.6   431,440 7.3   880,171 7.0 

Ⅵ 特別利益                     

１．投資有価証券売却益   286,916     595     466,345     

２．違約金   －     37,882     －     

３．その他   724 287,640 4.6 － 38,477 0.6 724 467,069 3.8 

Ⅶ 特別損失                     

１．投資有価証券評価損   271,853     81,632     413,339     

２．その他    920 272,774 4.4 2,144 83,777 1.4 13,643 426,983 3.4 

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    550,753 8.8   386,140 6.5   920,256 7.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  231,847     190,655     585,052     

法人税等調整額   9,273 241,121 3.9 △45,204 145,451 2.4 △174,777 410,274 3.3 

少数株主損失     395 0.0   － －   480 0.0 

中間（当期）純利益     310,027 4.9   240,688 4.1   510,462 4.1 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

   株主資本 評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計

  資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日 残高    
（千円） 

1,113,371 806,860 4,689,537 6,609,769 1,028,640 1,028,640 5,061 7,643,471 

中間連結会計期間中の変動額                

剰余金の配当 
（注）       （千円） 

    △58,030 △58,030       △58,030 

中間純利益 
（千円） 

    310,027 310,027       310,027 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

（千円） 

        △691,902 △691,902 △395 △692,298 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － 251,997 251,997 △691,902 △691,902 △395 △440,300 

平成18年９月30日 残高     
（千円） 

1,113,371 806,860 4,941,534 6,861,766 336,738 336,738 4,665 7,203,171 

   株主資本 評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計

  資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計 

平成19年３月31日 残高    
（千円） 

1,113,371 806,860 5,083,939 7,004,171 1,123,783 1,123,783 2,247 8,130,201 

中間連結会計期間中の変動額                

剰余金の配当 
       （千円） 

    △58,030 △58,030       △58,030 

中間純利益 
（千円） 

    240,688 240,688       240,688 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

（千円） 

        △453,973 △453,973 △2,247 △456,221 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － 182,658 182,658 △453,973 △453,973 △2,247 △273,562 

平成19年９月30日 残高     
（千円） 

1,113,371 806,860 5,266,597 7,186,829 669,809 669,809 － 7,856,638 



 前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分および平成18年11月の臨時取締役会の決議に基づく剰余金の配

当であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計

資本金 
資本 

剰余金 
利益 

剰余金 
株主資本 
合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
           （千円） 1,113,371 806,860 4,689,537 6,609,769 1,028,640 1,028,640 5,061 7,643,471 

連結会計年度中の変動額                

剰余金の配当 
 （注）       （千円） 

    △116,061 △116,061       △116,061 

当期純利益 
           （千円） 

    510,462 510,462       510,462 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

           （千円） 
        95,142 95,142 △2,813 92,328 

連結会計年度中の変動額合計 
           （千円） 

－ － 394,401 394,401 95,142 95,142 △2,813 486,729 

平成19年３月31日 残高 
           （千円） 

1,113,371 806,860 5,083,939 7,004,171 1,123,783 1,123,783 2,247 8,130,201



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

   税金等調整前中間（当期）純利益   550,753 386,140 920,256 

   減価償却費   83,823 82,851 173,259 

   貸倒引当金の増減額   △4,746 △364 △7,256 

   役員賞与引当金の増減額   12,000 14,278 － 

   受取利息及び受取配当金   △2,603 △9,571 △7,694 

   固定資産除却損   920 2,144 13,643 

   固定資産売却損益   △724 － △724 

   投資有価証券評価損   271,853 81,632 413,339 

   投資有価証券売却損益   △286,916 △595 △466,345 

   受取違約金   － △37,882 － 

   前渡金の増減額   △54,601 △172,580 △73,650 

   売上債権の増減額   △311,770 142,750 △246 

   たな卸資産の増減額   △3,382 32,736 △32,676 

   仕入債務の増減額   525,475 △437,048 275,890 

   未払金の増減額   △49,889 △21,642 70,573 

   未払消費税等の増減額   △23,311 26,276 △37,018 

   その他   △3,322 67,133 △54,197 

小計   703,558 156,260 1,187,156 

   利息及び配当金の受取額   2,603 9,510 7,668 

   違約金の受取額   － 9,470 － 

   法人税等の支払額   △443,168 △362,595 △683,884 

   法人税等の還付額   － 8,110 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー   262,993 △179,243 510,940 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

   定期預金の払戻しによる収入   50,000 － 50,000 

   有形固定資産の取得による支出   △65,662 △56,469 △114,320 

   有形固定資産の売却による収入   3,000 － 3,000 

   無形固定資産の取得による支出   △57,951 △43,325 △69,595 

   無形固定資産の売却による収入   － － 700 

   保証金等の差入による支出   － △34,545 － 

   保証金等の回収による収入   － 28,910 － 

   投資有価証券の売却による収入   429,000 1,000 614,500 

   子会社株式の追加取得による支出   － △2,880 △2,880 

   親会社への貸付けによる支出   △2,600,000 － △2,500,000 

   貸付金の回収による収入   － 100,000 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,241,614 △7,308 △2,018,596 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

   配当金の支払額   △58,030 △58,030 △116,061 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △58,030 △58,030 △116,061 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  
 (減少額：△） 

  △2,036,651 △244,582 △1,623,717 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   4,075,751 2,452,034 4,075,751 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高 

※１ 2,039,099 2,207,452 2,452,034 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社 

連結の範囲に含められている

会社は㈱ＶＩＢＥのみでありま

す。 

 連結子会社 

     同左 

 連結子会社 

     同左 

２．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

連結子会社のうち、中間決算日が

９月30日の会社 

㈱ＶＩＢＥ 

連結子会社のうち、中間決算日が

９月30日の会社 

     同左 

連結子会社のうち、決算日が３月

31日の会社 

㈱ＶＩＢＥ 

３．会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

 ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 ② たな卸資産 

 総平均法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       ３～18年 

工具器具及び備品 ２～15年 

  ――――――――― 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

 ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

      同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

    同左 

時価のないもの 

    同左 

 ② たな卸資産 

     同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

 (会計方針の変更) 

 平成19年度の法人税法の改

正に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税

法に基づく減価償却方法に変

更しております。 

 この結果、従来の方法によ

った場合に比べて当中間連結

会計期間の減価償却費は

3,701千円増加し、営業利

益、経常利益および税金等調

整前中間純利益は、それぞれ

3,701千円減少しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しております。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

 ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

       同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

    同左 

 ② たな卸資産 

     同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

 ① 有形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

  ――――――――― 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ――――――――― （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により、

取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しておりま

す。 

  この結果、従来の方法によ

った場合に比べて当中間連結

会計期間の減価償却費は

2,003千円増加し、営業利

益、経常利益および税金等調

整前中間純利益は、それぞれ

2,003千円減少しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しております。 

  ――――――――― 

    ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（２年）に基

づく定額法によっておりま

す。 

  ② 無形固定資産 

       同左 

  ② 無形固定資産 

       同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

       同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

       同左 

   ② 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、

支給見込額のうち当中間連結

会計期間負担額を計上してお

ります。 

 ② 役員賞与引当金 

       同左 

 ② 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、

当連結会計年度における支給

見込額に基づき計上しており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   (会計方針の変更) 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」 (企業会計基準第４号 

平成17年11月29日) を適用し

ております。  

  ―――――――――  (会計方針の変更) 

 当連結会計年度より、「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用してお

ります。 

   これにより、営業利益、経

常利益および税金等調整前中

間純利益は、それぞれ12,000

千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しております。 

   これによる損益に与える影

響はありません。 

  (4)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準  

  外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準  

       同左 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

  (5)重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められている

もの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりま

す。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

       同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

       同左 

  (6)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。

 なお、仮払消費税等および

仮受消費税等は相殺のうえ流

動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

(6)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。

     同左 

(6)その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。

  ――――――――― 

   ② 退職金について 

 当社は、従業員に対する退

職金相当額を毎年度の給与に

上乗せして支給しており、退

職金制度はありません。 

 ② 退職金について 

     同左 

 ② 退職金について 

       同左 

       

４．中間連結キャッシュ・フ 

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金およ

び取得日から３ヵ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期

的な投資であります。 

     同左        同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」 (企業

会計基準第５号 平成17年12月９日) および

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」 (企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日) を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

7,198,505千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

  

――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当連結会計年度から、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」 (企業会計

基準第５号 平成17年12月９日) および「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」 (企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日) を適用しておりま

す。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は8,127,954千円であります。 

 また、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

  

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係）  

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額  

550,424千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額  

       613,055千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額  

     600,037千円 

株式の種類  
前連結会計年度末 

(株）

増加 

(株）

減少 

(株）

当中間連結会計期間末

(株）

 発行済株式         

  普通株式 193,435 － － 193,435 

 合計 193,435  －  － 193,435  

自己株式         

普通株式 －  －  － － 

 合計 －   － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月20日 

定時株主総会 
普通株式 58,030 300  平成18年３月31日  平成18年６月21日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成18年11月７日 

取締役会 
普通株式 58,030 利益剰余金 300  平成18年９月30日  平成18年12月13日

株式の種類  
前連結会計年度末 

(株）

増加 

(株）

減少 

(株）

当中間連結会計期間末

(株）

 発行済株式         

  普通株式 193,435  －  － 193,435  

 合計 193,435  －  － 193,435  

自己株式         

普通株式 －  －  － －  

 合計 －  －  － －  



２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年５月21日 

取締役会 
普通株式 58,030  300   平成19年３月31日  平成19年６月19日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成19年11月８日 

取締役会 
普通株式 58,030  利益剰余金 300   平成19年９月30日  平成19年12月12日

株式の種類  
前連結会計年度末 
          （株） 

増加 
            （株） 

減少 
            （株） 

当連結会計年度末 
          （株） 

発行済株式        

普通株式 193,435 － － 193,435 

合計 193,435 － － 193,435 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月20日 

定時株主総会 
普通株式 58,030 300 平成18年３月31日 平成18年６月21日

平成18年11月７日 

取締役会 
普通株式 58,030 300 平成18年９月30日 平成18年12月13日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成19年５月21日 

取締役会 
普通株式 58,030 利益剰余金 300 平成19年３月31日 平成19年６月19日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

（リース取引関係）  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１. 現金及び現金同等物の中間期末残高と 

 中間連結貸借対照表に掲記されている 

 科目の金額との関係 

※１. 現金及び現金同等物の中間期末残高と 

 中間連結貸借対照表に掲記されている 

 科目の金額との関係 

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 2,039,099千円 

現金及び現金同等物 2,039,099千円 

現金及び預金勘定   2,207,452千円 

現金及び現金同等物   2,207,452千円 

現金及び預金勘定 2,452,034千円 

現金及び現金同等物 2,452,034千円 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額および中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額および中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額および期末残高相当額 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

  取得価額相 

当額 

   (千円) 

減価償却累 

計額相当額 

   (千円) 

中間期末残 

高相当額 

   (千円) 

(有形固定資産) 

工具器具及び備品 13,017 9,901 3,116 

(無形固定資産) 

ソフトウェア 7,971 6,509 1,461 

合計 20,988 16,410 4,577 

  

  

 (注）      同左 

  取得価額相

当額 

   (千円) 

減価償却累

計額相当額

   (千円) 

中間期末残 

高相当額 

   (千円) 

(有形固定資産) 

工具器具及び備品 7,315 6,426 889

合計 7,315 6,426 889

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

  取得価額相 

当額 

   (千円) 

減価償却累 

計額相当額 

   (千円) 

期末残高相 

当額 

   (千円) 

(有形固定資産) 

工具器具及び備品 7,315 5,470 1,844

(無形固定資産) 

ソフトウェア 7,971 7,306 664

合計 15,286 12,777 2,508

 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 3,688千円

１年超 889千円

   合計 4,577千円

１年以内  889千円

１年超  －千円

   合計    889千円

１年以内 2,508千円

１年超 －千円

   合計 2,508千円

 (注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

 (注）      同左 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

 (注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定し

ております。 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

支払リース料 3,762千円

減価償却費相当額 3,762千円

支払リース料  1,619千円

減価償却費相当額   1,619千円

支払リース料 5,831千円

減価償却費相当額 5,831千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額 

 を零とする定額法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係）  

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．時価のある有価証券 

 （注） その他有価証券で時価のある株式等については、当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券

評価損を271,394千円計上しております。 

 なお、 減損処理については、下記の基準に基づいて行っております。 

時価の下落率50％以上のもの………………全銘柄 

時価の下落率30％以上50％未満のもの……回復可能性がないと判断した銘柄 

２．時価評価されていない主な有価証券 

 （注） その他有価証券の非上場株式については、当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損

を458千円計上しております。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．時価のある有価証券 

 （注） その他有価証券で時価のある株式等については、当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券

評価損を33,361千円計上しております。 

 なお、 減損処理については、下記の基準に基づいて行っております。 

時価の下落率50％以上のもの………………全銘柄 

時価の下落率30％以上50％未満のもの……回復可能性がないと判断した銘柄 

２．時価評価されていない主な有価証券 

 （注） その他有価証券の非上場株式については、当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損

を48,271千円計上しております。 

区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

その他有価証券       

株式 182,367 749,800 567,433 

計 182,367 749,800 567,433 

区分 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 400,892 

計 400,892 

区分 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

その他有価証券       

株式 144,460 1,293,233 1,148,773 

計 144,460 1,293,233 1,148,773 

区分 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 188,589 

計 188,589 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．時価のある有価証券 

 （注） その他有価証券で時価のある株式等については、下記の基準に基づいて減損処理を行い、投資有価証券評価損

を343,726千円計上しております。 

時価の下落率50％以上のもの………………全銘柄 

時価の下落率30％以上50％未満のもの……回復可能性がないと判断した銘柄 

２．時価評価されていない主な有価証券 

 （注） その他有価証券については、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損を69,613千円計上

しております。 

区分 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

その他有価証券       

株式 171,970 2,064,350 1,892,379 

計 171,970 2,064,350 1,892,379 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 263,776 

計 263,776 



（デリバティブ取引関係）  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

（注） 株式数に換算して記載しております。 

  平成16年ストック・オプション 

 付与対象者の区分および人数 
 当社取締役 ４名 

 当社使用人 25名 

 株式の種類別のストック・オプションの数（注）  普通株式 1,225株 

 付与日  平成16年７月21日 

 権利確定条件 

 権利行使時において、当社の取締役および使用人の地位

にあること。ただし、任期満了による退任または会社都

合による退職の場合はこの限りではない。 

 対象勤務期間  ―――― 

 権利行使期間 
 自 平成18年８月１日  

至 平成20年７月31日 

 権利行使価格（円） 262,000 

 付与日における公正な評価単価（円） ― 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】  

  

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．各事業の主な製品 

     (1) コンテンツ事業     ・・・ 携帯電話機向けコンテンツ配信等 

     (2) ソリューション事業   ・・・ 携帯電話機向けソリューション提供等     

     (3) その他事業       ・・・ ネット通販、ネット広告等 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は215,238千円であります。その主な

ものは、当社の経営企画部門等に係る費用であります。 

   ４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、各セグメントの営業利益が「コンテンツ事業」 

1,978千円、「ソリューション事業」1,544千円、「その他事業」887千円、「消去又は全社」7,589千円、それ

ぞれ減少しております。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
    至 平成18年９月30日） 

  コンテンツ事業 
ソリューション

事業 
 その他事業  計 消去又は全社 連結 

  （千円） （千円）  （千円）  （千円） （千円） （千円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する

売上高 
3,809,965 1,853,537 603,268 6,266,772 － 6,266,772 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － 486 486 △486 － 

計 3,809,965 1,853,537 603,754 6,267,258 △486 6,266,772 

営業費用 3,000,617 1,716,042 804,221 5,520,882 214,104 5,734,986 

営業利益又は営業損失

（△） 
809,347 137,494 △200,466 746,376 △214,590 531,785 



（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．各事業の主な製品 

     (1) コンテンツ事業     ・・・ 携帯電話機向けコンテンツ配信等 

     (2) ソリューション事業   ・・・ 携帯電話機向けソリューション提供等     

     (3) その他事業       ・・・ ネット通販等 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は211,910千円であります。その主な

ものは、当社の経営企画部門等に係る費用であります。 

   ４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、有形固

定資産の減価償却の方法を、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に

基づく減価償却方法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、各セグメントの営業利益が「コンテンツ事業」 

2,431千円、「ソリューション事業」350千円、「その他事業」918千円、それぞれ減少しております。 

      ５．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、有形固

定資産の減価償却の方法を、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、各セグメントの営業利益が「コンテンツ事業」 

1,292千円、「ソリューション事業」257千円、「その他事業」454千円、それぞれ減少しております。  

 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
    至 平成19年９月30日） 

  コンテンツ事業 
ソリューション

事業 
 その他事業  計 消去又は全社 連結 

  （千円） （千円）  （千円）  （千円） （千円） （千円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する

売上高 
3,815,835 1,454,593 666,336 5,936,766 － 5,936,766 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － 1,196 1,196 △1,196 － 

計 3,815,835 1,454,593 667,533 5,937,963 △1,196 5,936,766 

営業費用 3,212,843 1,272,936 818,590 5,304,370 210,713 5,515,084 

営業利益又は営業損失

（△） 
602,992 181,657 △151,057 633,592 △211,910 421,682 



（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．各事業の主な製品 

     (1) コンテンツ事業     ・・・ 携帯電話機向けコンテンツ配信等 

     (2) ソリューション事業   ・・・ 携帯電話機向けソリューション提供等 

     (3) その他事業       ・・・ ネット通販等 

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度377,766千円で

あります。その主なものは、当社の経営企画部門等に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  コンテンツ事業 
ソリューション

事業 
その他事業 計 消去または全社 連結 

  （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する

売上高 
7,662,379 3,446,955 1,379,922 12,489,257 － 12,489,257 

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

－ － 1,356 1,356 △1,356 － 

計 7,662,379 3,446,955 1,381,278 12,490,613 △1,356 12,489,257 

営業費用 6,190,012 3,119,380 1,939,535 11,248,928 375,852 11,624,781 

営業利益又は営業損失

（△） 
1,472,367 327,575 △558,256 1,241,685 △377,208 864,476 



（１株当たり情報）  

 （注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 37,214円07銭 １株当たり純資産額 40,616円42銭 １株当たり純資産額 42,019円04銭 

１株当たり中間純利益 

金額 
1,602円74銭 

１株当たり中間純利益 

金額 
 1,244円28銭 

１株当たり当期純利益 

金額 
2,638円93銭 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額につきましては、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額につきましては、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額につきましては、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（千円） 310,027 240,688 510,462 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
310,027 240,688 510,462 

期中平均株式数（株） 193,435 193,435 193,435 

       

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権  245個 

これらの概要は「第

４ 提出会社の状況、

１ 株式等の状況、(2)

新株予約権等の状況」

に記載のとおりであり

ます。 

新株予約権  245個 

これらの概要は「第

４ 提出会社の状況、

１ 株式等の状況、(2)

新株予約権等の状況」

に記載のとおりであり

ます。 

新株予約権  245個 

これらの概要は「第

４ 提出会社の状況、

１ 株式等の状況、(2)

新株予約権等の状況」

に記載のとおりであり

ます。 

  前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

 純資産の部の合計額（千円） 7,203,171 7,856,638 8,130,201 

純資産の部の合計額から控除する

金額（千円） 
4,665 － 2,247 

（うち少数株主持分） (4,665)  （－） （2,247） 

普通株式に係る中間期末（期末）

の純資産額（千円） 
7,198,505 7,856,638 8,127,954 

１株当たり純資産額の算定に用い

られた中間期末（期末）の普通株

式の数（株） 

193,435 193,435  193,435 



（重要な後発事象）  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  （株式会社バンダイナムコホールディングスによる当社株式の公開買付けについて） 

 平成19年11月８日開催の当社取締役会において、株式会社バンダイナムコホールディングス（以下、「バン

ダイナムコホールディングス」といいます。）による当社が発行する普通株式および新株予約権の公開買付け

（以下、「本公開買付け」といいます。）について、賛同の意見を表明することを決議いたしました。 

  なお、上記取締役会決議は、バンダイナムコホールディングスが、当社を完全子会社化する方針であり、本

公開買付けの結果またはその後の一連の取引を経て、当社株式が上場廃止となる可能性があることを前提とし

ております。 

 

１．公開買付者の概要 

（１）商号          株式会社バンダイナムコホールディングス 

（２）主な事業内容      バンダイナムコグループの中長期経営戦略の立案・遂行 

               グループ会社の事業戦略実行支援・事業活動の管理 

（３）設立年月日             平成17年９月29日 

（４）本店所在地             東京都港区港南二丁目16番２号 

（５）代表者の役職・氏名     代表取締役社長 高須 武男 

（６）資本金の額             100億円 

（７）大株主および持株比率（平成19年３月31日現在） 

        日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）                 5.7% 

        日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）                     5.7% 

        中村雅哉                                                           5.5% 

        株式会社マル                                                       4.0% 

        ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー                   3.4% 

        （常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券決済業務室） 

        モルガンスタンレーアンドカンパニーインク                           3.2% 

        （常任代理人 モルガン・スタンレー証券株式会社） 

        ザシルチェスターインターナショナルインベスターズインターナショナル 3.2% 

        バリューエクイティートラスト                                        

        （常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

        ユウゲンガイシャサンカ（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）    2.8% 

        日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）               2.2% 

        ノーザントラストカンパニーエイブイエフシーリユーエスタックス    1.9% 

        エグゼンプテドペンションファンズ                                    

        （常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

    （８）買付者と対象者の関係等 

         資本関係    平成19年９月30日現在、バンダイナムコホールディングスは当社の発行済株式総数の

69.79％（135,000株）を保有しております。 

         人的関係    平成19年９月30日現在、当社の代表取締役１名は、バンダイナムコホールディングスの非

常勤取締役を兼任しております。 

         取引関係     当社は、バンダイナムコホールディングスに対してブランディングコンサルティング

（注）の委託、資金の貸付、ＷＥＢ制作およびホームページの運営管理業務の受託を行っ

ております。    

         関連当事者への該当状況 

バンダイナムコホールディングスは当社の親会社であるため、関連当事者に該当します。 

       （注）ブランディングコンサルティングとは、当社がバンダイナムコグループの一員であることにより、得ることができる社会的

認知度や信用度等のメリットを享受することについてのコンサルティング業務委託のことです。 



    ２．本公開買付けに関する意見の根拠および理由 

 本公開買付けの公開買付者であり、当社の親会社であるバンダイナムコホールディングスは、持株会社と

して当社をはじめ多数のエンターテインメント系企業を擁し、エンターテインメント事業を総合的に展開す

る企業集団（以下、「バンダイナムコグループ」といいます。）を形成しております。 

 バンダイナムコグループでは平成18年４月より推進している３ヵ年の中期経営計画において、事業・地

域・コンテンツの３つのポートフォリオ機能の強化ならびに相乗効果発揮により「ポートフォリオ経営の強

化・充実・拡大」をはかることを最大のテーマとしており、その実現のために最適なグループ組織の構築を

実行してきております。 

 現在、当社が事業展開を行う携帯電話機向けコンテンツ配信などのネットワーク関連市場においては、技

術革新やネットワークコンテンツ・サービスの多様化により、事業環境の大きな変化と参入企業の増加によ

る競争激化に直面しています。 

 このような環境下において、バンダイナムコホールディングスは、グループ全体の中長期的な戦略に基づ

き、よりスピーディな経営判断を行うために、本公開買付けおよびその後に予定している株式交換により当

社を完全子会社化することが必要であるものと判断しました。 

 これにより、バンダイナムコグループ内のネットワーク事業分野における融合、ノウハウの相互活用を実

現し、グループの相乗効果による総合力を発揮することで事業をさらに成長させ、グループ企業価値の最大

化をはかるとともに、現在バンダイナムコホールディングスにて策定中の次期中期経営計画において、グル

ープ全体の最適な組織体制の構築を検討・実施してまいります。 

 当社としましても、急速に変化する事業環境の中、バンダイナムコホールディングスの完全子会社とし

て、これまで以上に迅速な意思決定と、柔軟かつ効率的な経営施策の実行、グループシナジーの最大化をは

かっていくことが、当社の企業価値の最大化を実現させていくために最善であると判断いたしました。 

 なお当社は、バンダイナムコホールディングスの子会社に該当することから、本公開買付けにおける買付

け等の価格の評価の公正性を担保するための措置の１つとして、バンダイナムコホールディングスとは別個

に、当社およびバンダイナムコホールディングスとは独立した第三者機関であり、かつ関連当事者に該当し

ないＰｗＣアドバイザリー株式会社に当社の株式価値の算定を依頼し、平成19年11月７日付で「株式価値算

定書」（以下、「算定書」といいます。）を取得しました。算定書では、ディスカウンテッド・キャッシュ

フロー方式および市場株価基準方式の各手法を用いて分析をしております。平成19年11月８日開催の当社取

締役会においては、算定書を参考にしたうえで、本公開買付けの買付価格や、本公開買付けに関する諸条件

の妥当性について、当社およびバンダイナムコホールディングスの財務状況、事業上のシナジーおよび株主

間の公平性等の観点から慎重に検討いたしました。その結果、当社は、本公開買付けが当社の企業価値向上

に寄与するものであるとともに、その買付価格が算定書における各手法で算定された当社株式価値の下限値

を上回り、当社株式の直近の市場価格に対しても合理的な価格であることから、当社の株主に対して当社の

普通株式の適切な売却の機会を提供するものであると判断し、本公開買付けに賛同することを決議いたしま

した。 

    ３．公開買付けの概要 

（１）買付けを行う株券等の種類   普通株式および新株予約権 

（２）公開買付期間         平成19年11月９日（金）から平成19年12月10日（月）まで（21営業日） 

（３）買付価格           普通株式   １株につき金60,300円 

                  新株予約権  １個につき金１円   

    （４）買付価格算定の基礎      ①普通株式 

第三者算定人である大和証券エスエムビーシー株式会社がディスカ

ウンテッド・キャッシュフロー法、市場株価法および類似会社比較法

の各手法を用いて作成した株式価値算定書を参考にして決定されたも

のであります。 

 なお、本公開買付価格は、当社普通株式の株式会社ジャスダック証

券取引所における過去１ヵ月間（平成19年10月８日から平成19年11月

７日まで）の売買価格の出来高加重平均株価（48,112円。小数点以下

を四捨五入。）に約25.3％（小数点以下第二位を四捨五入。）のプレ

ミアムを、また、平成19年11月７日の株式会社ジャスダック証券取引

所における終値（45,500円）に約32.5％（小数点以下第二位を四捨五

入。）のプレミアムを加えた金額となります。 



                    ②新株予約権 

平成19年11月８日現在における新株予約権の１株当たりの行使価格

は262,000円であり、本公開買付けの普通株式１株当たりの買付価格

60,300円を上回っております。 

 そのため、公開買付者は、本公開買付けにより当該新株予約権を買

付ける実益がないと考えられることから、新株予約権の買付価格を１

個当たり１円と決定いたしました。 

    （５）買付予定株券等の数      株券        58,435株（普通株式） 

                  新株予約権証券   1,225株（新株予約権245個を株式に換算した数） 

（６）公開買付代理人        大和証券エスエムビーシー株式会社 

                  大和証券株式会社（復代理人）      

    ４．公開買付けの結果 

（１）応募の状況          普通株式        ：42,951株  

（２）公開買付けによるバンダイナムコホールディングスの所有株式数の異動 

                   公開買付け前所有株式数：135,000株（発行済株式総数の69.79％）  

                   公開買付け後所有株式数：177,951株（発行済株式総数の92.00％） 

（３）決済の開始日         平成19年12月18日（火曜日） 

（株式会社バンダイナムコホールディングスによる当社の株式交換による完全子会社化について） 

 当社および株式会社バンダイナムコホールディングス（以下、「バンダイナムコホールディングス」といい

ます。）は、平成19年12月17日開催の各社の取締役会において、平成20年２月21日を期して、下記のとおり株

式交換（以下、「本株式交換」といいます。）により当社をバンダイナムコホールディングスの完全子会社と

することを決議し、株式交換契約を締結いたしました。なお、当社の株式は、本株式交換の効力発生日に先立

ち、株式会社ジャスダック証券取引所において上場廃止となる予定です。  

１．株式交換による完全子会社化の目的 

   バンダイナムコホールディングスは、当社の完全子会社化を目指して、平成19年11月９日から平成19年12

月10日まで、当社株式の公開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）を実施いたしました。その結

果、平成19年12月17日現在、バンダイナムコホールディングスは当社の発行済株式177,951株（当社の発行

済株式総数に占める所有割合で92.00％、議決権割合で92.00％（注））を保有しております。 

 現在当社が事業展開する携帯電話機向けコンテンツ配信などのネットワーク関連市場においては、技術革

新やネットワークコンテンツ・サービスの多様化により、事業環境の大きな変化と参入企業の増加による競

争激化に直面しています。このような環境下において、バンダイナムコホールディングスは、グループ全体

の中長期的な戦略のもとスピーディな経営判断を行うとともに、バンダイナムコグループ内のネットワーク

事業分野における融合、ノウハウの相互活用を実現し、グループの相乗効果による総合力を発揮することで

事業を成長させ、グループ企業価値の最大化をはかるためには、当社を完全子会社化することが最善である

ものと判断しております。また、当社も、上記のような当社を取り巻く環境が急速に変化する中、バンダイ

ナムコホールディングスの完全子会社として、これまで以上に迅速な意思決定と柔軟かつ効率的な経営施策

の実行、グループシナジーの最大化をはかっていくことが当社の企業価値の最大化を実現させていくために

最善であると判断しております。このような判断から、両社は、本公開買付けによりバンダイナムコホール

ディングスが当社の発行済株式の全てを取得することができなかった場合には、本株式交換を実施し、本株

式交換において、本公開買付けに応募されなかった全ての当社の株主の皆様に対し本公開買付けの買付価格

を基準に決定される金銭等（バンダイナムコホールディングスの株式を含みます。）を交付することを予定

しておりました。 

 かかる経緯を踏まえ、当社およびバンダイナムコホールディングスは、平成20年２月21日を効力発生日と

して、本株式交換を行うことを決定し、株式交換契約を締結いたしました。 

（注） バンダイナムコホールディングスの保有する当社株式に係る議決権の数177,951個の、当社の平成19年３月31日現在の総株

主等の議決権の数193,435個に占める割合として算出しております。なお、小数点以下第三位を四捨五入しております。  



２．株式交換の要旨 

（１）株式交換の日程 

株式交換決議取締役会（両社）    ：平成19年12月17日（月） 

株式交換契約締結           ：平成19年12月17日（月） 

上場廃止日（当社）              ：平成20年２月15日（金）（予定） 

株式交換の日（効力発生日）          ：平成20年２月21日（木）（予定） 

株券交付日                         ：平成20年４月下旬までに交付（予定） 

（注） 本株式交換は、バンダイナムコホールディングスについては、会社法第796条第３項の規定に基づき簡易株式交換の手続き

により、また、当社については、会社法第784条第１項の規定に基づき略式株式交換の手続きにより、各社とも株主総会の

承認を得ないで行われる予定です。 

 （２）株式交換に係る割当ての内容 

（注） 当社の株式１株に対して、バンダイナムコホールディングスの株式33株を割当て交付します。ただし、バンダイナムコホ

ールディングスが保有する当社株式177,951株については、本株式交換による株式の割当ては行いません。 

（３）株式交換完全子会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

 当社が発行している新株予約権につきましては、バンダイナムコホールディングスは承継しないことと

し、当該新株予約権の新株予約権者に対してバンダイナムコホールディングスの新株予約権を交付しませ

ん。当社が発行している新株予約権は本株式交換の効力発生日後も消滅せず、従前のまま存続します。ま

た、当社は、新株予約権付社債を発行しておりません。  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 

(2）【その他】  

 該当事項はありません。 

会社名 

株式会社バンダイナムコ 

ホールディングス 

（完全親会社） 

バンダイネットワークス 

株式会社 

（完全子会社） 

 株式交換に係る割当ての内容 １ 33 

 株式交換により発行する新株式数 

普通株式：０株 

バンダイナムコホールディングスは新株式の発行は行わず、その保有

する自己株式510,972株を株式交換による株式の割当てに充当しま

す。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   1,830,577     1,929,017     2,234,538     

２．売掛金   3,032,781     2,636,742     2,734,327     

３．たな卸資産   14,147     10,693     43,418     

４．繰延税金資産   93,541     204,963     178,549     

５．親会社に対する短期
貸付金  

  2,600,000     2,400,000     2,500,000     

６．その他   278,551     543,301     320,513     

  貸倒引当金   △24,267     △22,532     △22,400     

流動資産合計     7,825,331 76.4   7,702,185 74.4   7,988,948 71.7 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1) 建物   31,441     27,758     30,131     

(2) 工具器具及び備品   152,249     136,574     137,191     

有形固定資産合計   183,690     164,332     167,322     

２．無形固定資産                     

(1) のれん   －     29,029     32,312     

(2) その他   62,600     35,193     46,977     

無形固定資産合計   62,600     64,222     79,290     

３．投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券   1,150,692     1,481,822     2,328,126     

(2) 関係会社株式   392,018     397,778     394,898     

(3) 繰延税金資産    483,393     373,572     44,489     

(4) その他   139,761     174,267     139,731     

投資その他の資産 
合計 

  2,165,866     2,427,441     2,907,245     

固定資産合計     2,412,157 23.6   2,655,997 25.6   3,153,858 28.3 

資産合計     10,237,488 100.0   10,358,182 100.0   11,142,806 100.0 

                     

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形   4,200     2,415     5,728     

２．買掛金   2,142,980     1,459,438     1,864,357     

３．未払金   360,944     446,227     486,624     

４．未払法人税等   270,819     236,543     392,561     

５．未払消費税等   12,902     24,347     －     

６．役員賞与引当金    12,000     14,278     －     

７．その他   172,844     276,663     190,590     

流動負債合計     2,976,691 29.1   2,459,914 23.7   2,939,863 26.4 

負債合計     2,976,691 29.1   2,459,914 23.7   2,939,863 26.4 

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

 １．資本金     1,113,371 10.8   1,113,371 10.7   1,113,371 10.0 

 ２．資本剰余金                     

   (1) 資本準備金   806,821     806,821     806,821     

   (2) その他資本剰余金   38     38     38     

    資本剰余金合計     806,860 7.9   806,860 7.8   806,860 7.2 

 ３．利益剰余金                     

   (1) 利益準備金   7,670     7,670     7,670     

   (2) その他利益剰余金                     

     特別償却準備金   11,726     5,863     5,863     

     別途積立金   4,100,000     4,100,000     4,100,000     

     繰越利益剰余金   884,430     1,194,693     1,045,394     

    利益剰余金合計     5,003,826 48.9   5,308,226 51.3   5,158,927 46.3 

  株主資本合計     6,924,058 67.6   7,228,458 69.8   7,079,159 63.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

 １．その他有価証券評価
差額金 

    336,738 3.3   669,809 6.5   1,123,783 10.1 

評価・換算差額等合計     336,738 3.3   669,809 6.5   1,123,783 10.1 

純資産合計     7,260,796 70.9   7,898,268 76.3   8,202,943 73.6 

負債純資産合計     10,237,488 100.0   10,358,182 100.0   11,142,806 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,911,238 100.0   5,656,917 100.0   11,752,522 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,988,944 67.5   3,820,194 67.5   8,041,413 68.4 

売上総利益     1,922,294 32.5   1,836,723 32.5   3,711,108 31.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,362,786 23.0   1,451,253 25.7   2,813,805 24.0 

営業利益     559,508 9.5   385,470 6.8   897,303 7.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１   4,575 0.0   11,668 0.2   11,795 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２   － －   1,127 0.0   － － 

経常利益     564,083 9.5   396,011 7.0   909,099 7.7 

Ⅵ 特別利益 ※３   287,640 4.9   38,477 0.7   467,069 4.0 

Ⅶ 特別損失 ※４   272,774 4.6   81,853 1.5   415,078 3.5 

税引前中間（当期）純利益     578,950 9.8   352,635 6.2   961,090 8.2 

法人税、住民税及び事業税   231,702     190,510     584,762     

法人税等調整額   9,273 240,976 4.1 △45,204 145,306 2.5 △174,777 409,984 3.5 

中間（当期）純利益     337,973 5.7   207,329 3.7   551,105 4.7 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別償却
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
         （千円） 

1,113,371 806,821 38 806,860 7,670 17,471 4,100,000 598,742 4,723,883 6,644,115

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当  
（注）       （千円） 

              △58,030 △58,030 △58,030

特別償却準備金の取崩 
（注）      （千円） 

          △5,744   5,744 － －

中間純利益 
          （千円） 

              337,973 337,973 337,973

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

          （千円） 

                   

中間会計期間中の変動額合計 
         （千円） 

－ － － － － △5,744 － 285,687 279,943 279,943

平成18年９月30日 残高 
         （千円） 

1,113,371 806,821 38 806,860 7,670 11,726 4,100,000 884,430 5,003,826 6,924,058

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
         （千円） 

1,028,640 1,028,640 7,672,756

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当 
（注）       （千円） 

    △58,030

特別償却準備金の取崩 
（注）       （千円） 

    －

中間純利益 
          （千円） 

    337,973

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

          （千円） 

△691,902 △691,902 △691,902

中間会計期間中の変動額合計 
          （千円） 

△691,902 △691,902 △411,959

平成18年９月30日 残高 
          （千円） 

336,738 336,738 7,260,796



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別償却
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
         （千円） 

1,113,371 806,821 38 806,860 7,670 5,863 4,100,000 1,045,394 5,158,927 7,079,159

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当  
             （千円） 

              △58,030 △58,030 △58,030

中間純利益 
          （千円） 

              207,329 207,329 207,329

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

          （千円） 

                   

中間会計期間中の変動額合計 
         （千円） 

－ － － － － － － 149,298 149,298 149,298

平成19年９月30日 残高 
         （千円） 

1,113,371 806,821 38 806,860 7,670 5,863 4,100,000 1,194,693 5,308,226 7,228,458

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算差額等

合計 

平成19年３月31日 残高 
          （千円） 

1,123,783 1,123,783 8,202,943

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当 
              （千円） 

    △58,030

中間純利益 
          （千円） 

    207,329

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

          （千円） 

△453,973 △453,973 △453,973

中間会計期間中の変動額合計 
          （千円） 

△453,973 △453,973 △304,674

平成19年９月30日 残高 
          （千円） 

669,809 669,809 7,898,268



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．平成18年６月の定時株主総会における利益処分および平成18年11月の臨時取締役会の決議に基づく剰余金の

配当であります。 

 ２．平成18年６月の定時株主総会における利益処分による取崩額5,744千円が含まれております。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別償却
準備金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
         （千円） 

1,113,371 806,821 38 806,860 7,670 17,471 4,100,000 598,742 4,723,883 6,644,115

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当  
（注）１.     （千円） 

              △116,061 △116,061 △116,061

特別償却準備金 
（注）２.     （千円） 

          △11,607   11,607 － －

当期純利益 
          （千円） 

              551,105 551,105 551,105

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

          （千円） 
                   

事業年度中の変動額合計 
         （千円） 

－ － － － － △11,607 － 446,652 435,044 435,044

平成19年３月31日 残高 
         （千円） 

1,113,371 806,821 38 806,860 7,670 5,863 4,100,000 1,045,394 5,158,927 7,079,159

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
          （千円） 

1,028,640 1,028,640 7,672,756

事業年度中の変動額      

剰余金の配当 
（注）１.     （千円） 

    △116,061

特別償却準備金 
（注）２.     （千円） 

    －

当期純利益 
          （千円） 

    551,105

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

          （千円） 
95,142 95,142 95,142

事業年度中の変動額合計 
          （千円） 

95,142 95,142 530,186

平成19年３月31日 残高 
          （千円） 

1,123,783 1,123,783 8,202,943



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

     同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

      同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

 総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

 定率法によっております。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物       ３～18年 

工具器具及び備品 ２～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

   ―──────――     （会計方針の変更） 

 平成19年度の法人税法の

改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した有形固

定資産については、改正後

の法人税法に基づく減価償

却方法に変更しておりま

す。 

 この結果、従来の方法に

よった場合に比べて当中間

会計期間の減価償却費は

3,425千円増加し、営業利

益、経常利益および税引前

中間純利益は、それぞれ

3,425千円減少しておりま

す。 

―──────―― 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   ―──────――  （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取

得した有形固定資産につい

ては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適

用により、取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含め

て計上しております。 

  この結果、従来の方法に

よった場合に比べて当中間

会計期間の減価償却費は

1,687千円増加し、営業利

益、経常利益および税引前

中間純利益は、それぞれ

1,687千円減少しておりま

す。 

 ―──────―― 

  (2）無形固定資産 

定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（２年）に基

づく定額法によっておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

      同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、支

給見込額のうち当中間会計期間

負担額を計上しております。 

(2）役員賞与引当金 

      同左 

(2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額に

基づき計上しております。 

  (会計方針の変更) 

 当中間会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」 (企業会

計基準第４号 平成17年11月29

日) を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常

利益および税引前中間純利益

は、それぞれ12,000千円減少し

ております。  

 ―──────―― (会計方針の変更) 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響

はありません。  

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められているもの以外

のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によってお

ります。 

       同左        同左 

６．その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる重

要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等および

仮受消費税等は相殺のうえ流

動負債の「未払消費税等」と

して表示しております。 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

     同左 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

―──────―― 

  (2）退職金について 

 当社は、従業員に対する退

職金相当額を毎年度の給与に

上乗せして支給しており、退

職金制度はありません。 

(2）退職金について 

同左 

(2）退職金について 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」 (企業会計基

準第５号 平成17年12月９日) および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」 (企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日) を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

7,260,796千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度から、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」 (企業会計基準

第５号 平成17年12月９日) および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」 (企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日) を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は8,202,943千円であります。 

 また、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式の種類および株式数に関する事項 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式の種類および株式数に関する事項 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

474,494千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

 579,342千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

527,820千円 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 766千円

有価証券利息 165千円

受取配当金 1,650千円

為替差益 616千円

受取利息 8,469千円

有価証券利息 385千円

受取配当金 480千円

受取利息 5,327千円

有価証券利息   586千円

受取配当金 1,650千円

為替差益      1,949千円

※２．      ――――――――― ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．      ――――――――― 

  為替差損 1,127千円  

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３. 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益 286,916千円

固定資産売却益 724千円

投資有価証券売却益    595千円

違約金   37,882千円

投資有価証券売却益     466,345千円

固定資産売却益   724千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 920千円

投資有価証券評価損 271,853千円

固定資産除却損 220千円

投資有価証券評価損      81,632千円

固定資産除却損    1,738千円

投資有価証券評価損     413,339千円

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 

有形固定資産 49,729千円

無形固定資産 23,102千円

有形固定資産  52,679千円

無形固定資産    25,958千円

有形固定資産  109,197千円

無形固定資産   43,285千円

  
前事業年度末 

(株）

増加 

(株）

減少 

(株）

当中間会計期間末 

(株）

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

  
前事業年度末 

(株）

増加 

(株）

減少 

(株）

当中間会計期間末 

(株）

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

 
前事業年度末 

(株）

増加 

(株）

減少 

(株）

当事業年度末 

(株）

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額および中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 (1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額および中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

  (1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額および期末残高相当額 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

  取得価額相 

当額 

   (千円) 

減価償却累 

計額相当額 

   (千円) 

中間期末残 

高相当額 

   (千円) 

(有形固定資産) 

工具器具及び備品 3,355 1,677 1,677 

合計 3,355 1,677 1,677 

（注）       同左 

  取得価額相 

当額 

   (千円) 

減価償却累 

計額相当額 

   (千円) 

中間期末残 

高相当額 

   (千円) 

(有形固定資産) 

工具器具及び備品 3,355 2,796 559

合計 3,355 2,796 559

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

  取得価額相 

当額 

(千円) 

減価償却累 

計額相当額 

(千円) 

期末残高相

当額 

 (千円) 

(有形固定資産) 

工具器具及び備品 3,355 2,236 1,118

合計 3,355 2,236 1,118

 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

  (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,118千円

１年超 559千円

   合計 1,677千円

１年以内    559千円

１年超 －千円

   合計    559千円

１年以内 1,118千円

１年超 －千円

   合計 1,118千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

（注）       同左 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額および減損

損失 

支払リース料 559千円

減価償却費相当額 559千円

支払リース料 559千円

減価償却費相当額    559千円

支払リース料 1,118千円

減価償却費相当額 1,118千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額 

 を零とする定額法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  （株式会社バンダイナムコホールディングスによる当社株式の公開買付けについて） 

 平成19年11月８日開催の当社取締役会において、株式会社バンダイナムコホールディングス（以下、「バン

ダイナムコホールディングス」といいます。）による当社が発行する普通株式および新株予約権の公開買付け

（以下、「本公開買付け」といいます。）について、賛同の意見を表明することを決議いたしました。 

  なお、上記取締役会決議は、バンダイナムコホールディングスが、当社を完全子会社化する方針であり、本

公開買付けの結果またはその後の一連の取引を経て、当社株式が上場廃止となる可能性があることを前提とし

ております。 

 

１．公開買付者の概要 

（１）商号          株式会社バンダイナムコホールディングス 

（２）主な事業内容      バンダイナムコグループの中長期経営戦略の立案・遂行 

               グループ会社の事業戦略実行支援・事業活動の管理 

（３）設立年月日             平成17年９月29日 

（４）本店所在地             東京都港区港南二丁目16番２号 

（５）代表者の役職・氏名     代表取締役社長 高須 武男 

（６）資本金の額             100億円 

（７）大株主および持株比率（平成19年３月31日現在） 

        日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）                 5.7% 

        日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）                     5.7% 

        中村雅哉                                                           5.5% 

        株式会社マル                                                       4.0% 

        ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー                   3.4% 

        （常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券決済業務室） 

        モルガンスタンレーアンドカンパニーインク                           3.2% 

        （常任代理人 モルガン・スタンレー証券株式会社） 

        ザシルチェスターインターナショナルインベスターズインターナショナル 3.2% 

        バリューエクイティートラスト                                        

        （常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

        ユウゲンガイシャサンカ（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）    2.8% 

        日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）               2.2% 

        ノーザントラストカンパニーエイブイエフシーリユーエスタックス    1.9% 

        エグゼンプテドペンションファンズ                                    

        （常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

    （８）買付者と対象者の関係等 

         資本関係    平成19年９月30日現在、バンダイナムコホールディングスは当社の発行済株式総数の

69.79％（135,000株）を保有しております。 

         人的関係    平成19年９月30日現在、当社の代表取締役１名は、バンダイナムコホールディングスの非

常勤取締役を兼任しております。 

         取引関係     当社は、バンダイナムコホールディングスに対してブランディングコンサルティング

（注）の委託、資金の貸付、ＷＥＢ制作およびホームページの運営管理業務の受託を行っ

ております。    

         関連当事者への該当状況 

バンダイナムコホールディングスは当社の親会社であるため、関連当事者に該当します。 

       （注）ブランディングコンサルティングとは、当社がバンダイナムコグループの一員であることにより、得ることができる社会的

認知度や信用度等のメリットを享受することについてのコンサルティング業務委託のことです。 



    ２．本公開買付けに関する意見の根拠および理由 

 本公開買付けの公開買付者であり、当社の親会社であるバンダイナムコホールディングスは、持株会社と

して当社をはじめ多数のエンターテインメント系企業を擁し、エンターテインメント事業を総合的に展開す

る企業集団（以下、「バンダイナムコグループ」といいます。）を形成しております。 

 バンダイナムコグループでは平成18年４月より推進している３ヵ年の中期経営計画において、事業・地

域・コンテンツの３つのポートフォリオ機能の強化ならびに相乗効果発揮により「ポートフォリオ経営の強

化・充実・拡大」をはかることを最大のテーマとしており、その実現のために最適なグループ組織の構築を

実行してきております。 

 現在、当社が事業展開を行う携帯電話機向けコンテンツ配信などのネットワーク関連市場においては、技

術革新やネットワークコンテンツ・サービスの多様化により、事業環境の大きな変化と参入企業の増加によ

る競争激化に直面しています。 

 このような環境下において、バンダイナムコホールディングスは、グループ全体の中長期的な戦略に基づ

き、よりスピーディな経営判断を行うために、本公開買付けおよびその後に予定している株式交換により当

社を完全子会社化することが必要であるものと判断しました。 

 これにより、バンダイナムコグループ内のネットワーク事業分野における融合、ノウハウの相互活用を実

現し、グループの相乗効果による総合力を発揮することで事業をさらに成長させ、グループ企業価値の最大

化をはかるとともに、現在バンダイナムコホールディングスにて策定中の次期中期経営計画において、グル

ープ全体の最適な組織体制の構築を検討・実施してまいります。 

 当社としましても、急速に変化する事業環境の中、バンダイナムコホールディングスの完全子会社とし

て、これまで以上に迅速な意思決定と、柔軟かつ効率的な経営施策の実行、グループシナジーの最大化をは

かっていくことが、当社の企業価値の最大化を実現させていくために最善であると判断いたしました。 

 なお当社は、バンダイナムコホールディングスの子会社に該当することから、本公開買付けにおける買付

け等の価格の評価の公正性を担保するための措置の１つとして、バンダイナムコホールディングスとは別個

に、当社およびバンダイナムコホールディングスとは独立した第三者機関であり、かつ関連当事者に該当し

ないＰｗＣアドバイザリー株式会社に当社の株式価値の算定を依頼し、平成19年11月７日付で「株式価値算

定書」（以下、「算定書」といいます。）を取得しました。算定書では、ディスカウンテッド・キャッシュ

フロー方式および市場株価基準方式の各手法を用いて分析をしております。平成19年11月８日開催の当社取

締役会においては、算定書を参考にしたうえで、本公開買付けの買付価格や、本公開買付けに関する諸条件

の妥当性について、当社およびバンダイナムコホールディングスの財務状況、事業上のシナジーおよび株主

間の公平性等の観点から慎重に検討いたしました。その結果、当社は、本公開買付けが当社の企業価値向上

に寄与するものであるとともに、その買付価格が算定書における各手法で算定された当社株式価値の下限値

を上回り、当社株式の直近の市場価格に対しても合理的な価格であることから、当社の株主に対して当社の

普通株式の適切な売却の機会を提供するものであると判断し、本公開買付けに賛同することを決議いたしま

した。 

    ３．公開買付けの概要 

（１）買付けを行う株券等の種類   普通株式および新株予約権 

（２）公開買付期間         平成19年11月９日（金）から平成19年12月10日（月）まで（21営業日） 

（３）買付価格           普通株式   １株につき金60,300円 

                  新株予約権  １個につき金１円   

    （４）買付価格算定の基礎      ①普通株式 

第三者算定人である大和証券エスエムビーシー株式会社がディスカ

ウンテッド・キャッシュフロー法、市場株価法および類似会社比較法

の各手法を用いて作成した株式価値算定書を参考にして決定されたも

のであります。 

 なお、本公開買付価格は、当社普通株式の株式会社ジャスダック証

券取引所における過去１ヵ月間（平成19年10月８日から平成19年11月

７日まで）の売買価格の出来高加重平均株価（48,112円。小数点以下

を四捨五入。）に約25.3％（小数点以下第二位を四捨五入。）のプレ

ミアムを、また、平成19年11月７日の株式会社ジャスダック証券取引

所における終値（45,500円）に約32.5％（小数点以下第二位を四捨五

入。）のプレミアムを加えた金額となります。 



                    ②新株予約権 

平成19年11月８日現在における新株予約権の１株当たりの行使価格

は262,000円であり、本公開買付けの普通株式１株当たりの買付価格

60,300円を上回っております。 

 そのため、公開買付者は、本公開買付けにより当該新株予約権を買

付ける実益がないと考えられることから、新株予約権の買付価格を１

個当たり１円と決定いたしました。 

    （５）買付予定株券等の数      株券        58,435株（普通株式） 

                  新株予約権証券   1,225株（新株予約権245個を株式に換算した数） 

（６）公開買付代理人        大和証券エスエムビーシー株式会社 

                  大和証券株式会社（復代理人）      

    ４．公開買付けの結果 

（１）応募の状況          普通株式        ：42,951株  

（２）公開買付けによるバンダイナムコホールディングスの所有株式数の異動 

                   公開買付け前所有株式数：135,000株（発行済株式総数の69.79％）  

                   公開買付け後所有株式数：177,951株（発行済株式総数の92.00％） 

（３）決済の開始日         平成19年12月18日（火曜日） 

（株式会社バンダイナムコホールディングスによる当社の株式交換による完全子会社化について） 

 当社および株式会社バンダイナムコホールディングス（以下、「バンダイナムコホールディングス」といい

ます。）は、平成19年12月17日開催の各社の取締役会において、平成20年２月21日を期して、下記のとおり株

式交換（以下、「本株式交換」といいます。）により当社をバンダイナムコホールディングスの完全子会社と

することを決議し、株式交換契約を締結いたしました。なお、当社の株式は、本株式交換の効力発生日に先立

ち、株式会社ジャスダック証券取引所において上場廃止となる予定です。  

１．株式交換による完全子会社化の目的 

   バンダイナムコホールディングスは、当社の完全子会社化を目指して、平成19年11月９日から平成19年12

月10日まで、当社株式の公開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）を実施いたしました。その結

果、平成19年12月17日現在、バンダイナムコホールディングスは当社の発行済株式177,951株（当社の発行

済株式総数に占める所有割合で92.00％、議決権割合で92.00％（注））を保有しております。 

 現在当社が事業展開する携帯電話機向けコンテンツ配信などのネットワーク関連市場においては、技術革

新やネットワークコンテンツ・サービスの多様化により、事業環境の大きな変化と参入企業の増加による競

争激化に直面しています。このような環境下において、バンダイナムコホールディングスは、グループ全体

の中長期的な戦略のもとスピーディな経営判断を行うとともに、バンダイナムコグループ内のネットワーク

事業分野における融合、ノウハウの相互活用を実現し、グループの相乗効果による総合力を発揮することで

事業を成長させ、グループ企業価値の最大化をはかるためには、当社を完全子会社化することが最善である

ものと判断しております。また、当社も、上記のような当社を取り巻く環境が急速に変化する中、バンダイ

ナムコホールディングスの完全子会社として、これまで以上に迅速な意思決定と柔軟かつ効率的な経営施策

の実行、グループシナジーの最大化をはかっていくことが当社の企業価値の最大化を実現させていくために

最善であると判断しております。このような判断から、両社は、本公開買付けによりバンダイナムコホール

ディングスが当社の発行済株式の全てを取得することができなかった場合には、本株式交換を実施し、本株

式交換において、本公開買付けに応募されなかった全ての当社の株主の皆様に対し本公開買付けの買付価格

を基準に決定される金銭等（バンダイナムコホールディングスの株式を含みます。）を交付することを予定

しておりました。 

 かかる経緯を踏まえ、当社およびバンダイナムコホールディングスは、平成20年２月21日を効力発生日と

して、本株式交換を行うことを決定し、株式交換契約を締結いたしました。 

（注） バンダイナムコホールディングスの保有する当社株式に係る議決権の数177,951個の、当社の平成19年３月31日現在の総株

主等の議決権の数193,435個に占める割合として算出しております。なお、小数点以下第三位を四捨五入しております。  



２．株式交換の要旨 

（１）株式交換の日程 

株式交換決議取締役会（両社）    ：平成19年12月17日（月） 

株式交換契約締結           ：平成19年12月17日（月） 

上場廃止日（当社）              ：平成20年２月15日（金）（予定） 

株式交換の日（効力発生日）          ：平成20年２月21日（木）（予定） 

株券交付日                         ：平成20年４月下旬までに交付（予定） 

（注） 本株式交換は、バンダイナムコホールディングスについては、会社法第796条第３項の規定に基づき簡易株式交換の手続き

により、また、当社については、会社法第784条第１項の規定に基づき略式株式交換の手続きにより、各社とも株主総会の

承認を得ないで行われる予定です。 

 （２）株式交換に係る割当ての内容 

（注） 当社の株式１株に対して、バンダイナムコホールディングスの株式33株を割当て交付します。ただし、バンダイナムコホ

ールディングスが保有する当社株式177,951株については、本株式交換による株式の割当ては行いません。 

（３）株式交換完全子会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

 当社が発行している新株予約権につきましては、バンダイナムコホールディングスは承継しないことと

し、当該新株予約権の新株予約権者に対してバンダイナムコホールディングスの新株予約権を交付しませ

ん。当社が発行している新株予約権は本株式交換の効力発生日後も消滅せず、従前のまま存続します。ま

た、当社は、新株予約権付社債を発行しておりません。  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  該当事項はありません。 

会社名 

株式会社バンダイナムコ 

ホールディングス 

（完全親会社） 

バンダイネットワークス 

株式会社 

（完全子会社） 

 株式交換に係る割当ての内容 １ 33 

 株式交換により発行する新株式数 

普通株式：０株 

バンダイナムコホールディングスは新株式の発行は行わず、その保有

する自己株式510,972株を株式交換による株式の割当てに充当しま

す。 



(2）【その他】 

平成19年11月８日開催の取締役会において、第８期の中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

   ①中間配当による配当金の総額           58,030,500円 

   ②１株当たりの金額             普通配当  300円 

   ③支払請求の効力発生日および支払開始日   平成19年12月12日 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第７期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月18日関東財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年５月８日関東財務局長に提出。 

 事業年度（第６期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

 平成19年７月19日関東財務局長に提出。 

 事業年度（第７期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

 平成19年10月30日関東財務局長に提出。 

 事業年度（第７期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

(3）臨時報告書 

平成19年12月17日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成18年12月20日

バンダイネットワークス株式会社    

  取締役会 御中  

  三 興 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士  奥田 基樹  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士  山本 有三  印 

  業務執行社員 公認会計士  長井 宏之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバンダ

イネットワークス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、バンダイネットワークス株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成19年12月20日

バンダイネットワークス株式会社    

  取締役会 御中  

  三 興 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士  奥田 基樹  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士  山本 有三  印 

  業務執行社員 公認会計士  長井 宏之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるバンダイネットワークス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。  

  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、バンダイネットワークス株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 （重要な後発事象）に記載のとおり、会社は平成19年12月17日開催の取締役会において、平成20年２月21日を期し

て株式交換により株式会社バンダイナムコホールディングスの完全子会社になることを決議し、株式交換契約を締結

した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成18年12月20日

バンダイネットワークス株式会社    

  取締役会 御中  

  三 興 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士  奥田 基樹  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士  山本 有三  印 

  業務執行社員 公認会計士  長井 宏之  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバンダ

イネットワークス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第７期事業年度の中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、バンダイネットワークス株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成19年12月20日

バンダイネットワークス株式会社    

  取締役会 御中  

  三 興 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士  奥田 基樹  印 

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士  山本 有三  印 

  業務執行社員 公認会計士  長井 宏之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるバンダイネットワークス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第８期事業年度の中間会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、バンダイネットワークス株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 （重要な後発事象）に記載のとおり、会社は平成19年12月17日開催の取締役会において、平成20年２月21日を期し

て株式交換により株式会社バンダイナムコホールディングスの完全子会社になることを決議し、株式交換契約を締結

した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 
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